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共助社会の実現に向けて 

綜合警備保障株式会社と包括提携協定を締結します！ 

～企業の強みを活かし、地域の安全・安心のための取り組みなどを展開～ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 各家庭を訪問する機会の多い事業者が、ひとり暮らし高齢者等の異変を察知した場合に、市町村に通報する

取り組み。 

〔協定締結式の概要〕 

１ 日   時 令和６年１２月２０日（金）１４時２０分～１４時４０分 

２ 場   所 福岡県庁８階 特別会議室 

３ 署 名 者 綜合警備保障株式会社 

           栢
かや

木
き

 伊久二
い く じ

  代表取締役 

福岡県 

           服部 誠太郎  知事 

 ４ 協定の内容 ① 地域の安全・安心に関すること 

    ② 子ども・青少年の育成に関すること 

         ③ 環境保全に関すること 

 ④ 防災・災害時の協力に関すること 

         ⑤ その他地域の活性化、県民サービスの向上に 

           関すること 

 ５ 次   第 ・ 出席者紹介     ・ 署名、写真撮影 

・ 服部知事あいさつ  ・ 栢木代表取締役あいさつ 

 

 

担当課 社会活動推進課 

直 通 092-643-3938 

内 線 ２９７１ 

担 当 倉富、廣松 

福岡県では、企業やＮＰＯなどの多様な主体と共に支え合う共助社会づくりを進めて

います。 

このたび福岡県は、地域の安全・安心や子ども・青少年の育成など、５項目で綜合警

備保障株式会社と社会貢献に関する包括提携協定を締結します。 

この協定に基づき、「見守りネットふくおか※」を通じた地域の見守り活動など、県と

綜合警備保障株式会社が相互に連携を図り、双方の強みを活かした取り組みを協働で展

開します。 

子どもを対象とした防犯講座 

「ＡＬＳＯＫあんしん教室」のイメージ 

 
★報道機関の皆さまへ 
 

締結式終了後、同会場で当課職員及び企業側担当者が取材に対応します。 

警備会社との 

締結は初！ 



［ 協定の概要 ］ 

１ 協定の目的 

福岡県と綜合警備保障株式会社が相互に緊密な連携を図ることにより、福岡県内における共助社会

づくりを推進し、地域の一層の活性化及び県民サービスの向上を図る。 

 

２ 協定事項（全５事項） 

（１）地域の安全・安心に関すること 

（取組例） 

○「見守りネットふくおか」を通じた地域の見守り活動 

○認知症サポーターの講師養成講座を受講した社内講師が、企業内でサポーターを養成 

○「飲酒運転撲滅宣言企業」への登録 

 

（２）子ども・青少年の育成に関すること 

（取組例） 

○子どもを対象とした防犯講座（あんしん教室）の実施 

 

（３）環境保全に関すること 

（取組例） 

○海岸清掃等の環境保全活動へのボランティア協力 

 

（４）防災・災害時の協力に関すること 

（取組例） 

○福岡県総合防災訓練や防災イベントでのブース出展協力（ＡＥＤなどの機材提供やドローン操縦体

験等） 

 

（５）その他地域の活性化、県民サービスの向上に関すること 

（取組例） 

○「福岡県ワンヘルス宣言事業者」への登録 

○「介護応援宣言企業」への登録 



［ 参考 ］ 

 

綜合警備保障株式会社の概要 

１ 所 在 地   本社：東京都港区元赤坂１－６－６ 

２ 代 表 者   代表取締役 グループＣＥＯ兼ＣＴＯ（最高技術責任者） 村井 豪 

代表取締役 グループＣＯＯ 社長執行役員 栢木 伊久二 

３ 設  立   １９６５年７月 

４ 資 本 金   １８６億円（2023年3月31日現在） 

５ 従業員数   １１，８１８人（2023年3月31日現在） 

６ 事 業 所   福岡支社 ほか２支社（福岡県内事業所） 

７ 事業内容   警備業務や設備管理業務、防災業務、介護事業等 

 

共助社会の実現に向けた県と企業との包括提携協定の締結状況（１７件、２７社） 

平成２４年 ４月 イオン株式会社 

平成２５年 ３月 株式会社ローソン 

平成２５年 ７月 株式会社ファミリーマート・ＪＲ九州リテール株式会社 

平成２５年１１月 株式会社セブン-イレブン・ジャパン 

平成２６年 ８月 株式会社東洋新薬 

平成２７年１２月 大塚製薬株式会社 

平成２８年 ８月 株式会社アサヒコーポレーション（現：アサヒシューズ株式会社） 

平成２９年 ９月 損害保険ジャパン日本興亜株式会社 

         （現：損害保険ジャパン株式会社） 

平成２９年 ９月 日本生命保険相互会社 

平成３０年 ６月 第一生命保険株式会社 

平成３１年 ３月 福岡トヨタ自動車株式会社、福岡トヨペット株式会社、トヨタカローラ博

多株式会社、トヨタカローラ福岡株式会社、ネッツトヨタ北九州株式会社、

ネッツトヨタ福岡株式会社、ネッツトヨタ西日本株式会社、株式会社トヨ

タレンタリース福岡、株式会社トヨタレンタリース博多、トヨタ部品福岡

共販株式会社（現：トヨタモビリティパーツ株式会社） 

令和 元年 ９月 日本郵便株式会社 

令和 ２年 ２月 あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 

令和 ３年１１月 ＡＮＡホールディングス株式会社 

  令和 ３年１２月 アサヒビール株式会社 

（令和６年４月にアサヒグループジャパン株式会社に変更） 

  令和 ４年 ２月 明治安田生命保険相互会社 

  令和 ５年 ５月 株式会社長谷工コーポレーション 


